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1．はじめに
マーケティング志向にもとづいて行動すること、すなわち市場志向 (Market-Orientation: 
以下 MO と略 ) に関しては、Narver and Slater (1990) や Kohli and Jaworski (1990) によって
取り上げられた 1990 年から今日にいたるまでの 20 年間にわたり、数多くの研究がおこなわ
れてきた。そして 1990 年代後半からは、市場の成熟化に伴う市場競争の激化、あるいは米
国を中心とした Information Technology (IT) の急速な進歩を反映して、MO と同じ次元に位
置する多様な代替的志向性 (Alternative-Orientation) に関する研究がしだいに脚光を浴びるよ
うになってきた (eg., Noble, Rajiv, and Kumar, 2002) 。どのような事業環境においても、MO
を常に実行していくことが必然的に、ビジネスの成功をもたらすとはいえなくなったからで
ある。この代替的志向性には、例えば、売上向上を目指す販売志向や、製品開発に注力する
製品志向があげられる。
仮に MO を志していたトイレタリーメーカーが、新興国から参入した安価なブランドを強
みとする海外メーカーから、国内市場で価格競争を仕掛けられたらどうなるだろうか。マー
ケティングに目を向ける以前に、低価格戦略を重視しなければならなくなるだろう。
Christensen (1997) は、優れた商品を売る巨大企業が、その特色を改良する事、つまりイン
クレメンタル・イノベーションのみに目を奪われてしまい、その商品より劣るが新たな特色
を持つ新製品にとって代わられる、イノベーションのジレンマを指摘している。MO を重視
しすぎるがゆえに失敗してしまう好例である。
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マーケティング研究においては、MO の代替的志向性として、様々な志向性が取り上げら
れてきた。そしてどのような志向性をもつこと、あるいはどのように志向性を組み合わせる
ことが最もパフォーマンスを高めるかが繰り返し論じられており、これまでの研究から志向
性の選択や組み合わせによって、ビジネス・パフォーマンスが変化することが明らかにされ
ている (eg., Gatington and Xuereb, 1997; Zhou, Yim, and Tse, 2005) 。
しかしながら MO と識別される志向性に関する研究は個別に議論されてきたため、MO の
代替的志向性を総じて扱ったレビューは行なわれていない。故に MO と代替的関係にある志
向性にはどのようなものがあるか把握されていないばかりか、どの志向性が MO と相反する
関係に位置づけられるのか、あるいは補完的な関係にあるのかについて把握されていない。
したがって本稿 の目的は、MO の代替的志向性にはどのようなものがあるかを整理し、
MO とどのような関係にあり、さらにそれらの研究がどの段階まで進んでいるかを明らかに
することにある。 ちなみに、MO 研究のレビューについては、いくつかの研究ですでに扱わ
れている。岩下 (2010) では広範な MO 研究を俯瞰的にとらえるため主な研究潮流の整理を、
岩下 (2011) では MO に影響を与える先行要因のレビューと探索をしている。したがって、
本稿で取り上げる研究とは、レビューする研究が重複しない。
2．マーケティング研究における志向性の分類
ビジネスにおいて企業が MO を強調する場合、どのような言葉が使われているだろうか。
我が国有数のマーケティング・カンパニーである花王株式会社の尾崎元規会長は企業理念で
ある「花王 WAY」のなかで社長就任時より、「消費者・顧客を最もよく知る企業に」「消費
者起点」を、社内外に発信し続けている。研究の世界に目を転じてみても、MO に類似した
言葉がいくつも存在している。例えば Felton (1959) が唱えたマーケティング・コンセプト
や、Keith (1960) が提唱したマーケティング志向があげられる。あるいは Saxe and Weitz 
(1982) が唱えた顧客志向も考えられる。MO とこれら類似した志向性は、どのような関係に
あるのだろうか。そこで本章ではまず、MO と類似した志向性および代替的志向性を整理す
る。
これらの類似した志向性に関しては、岩下 (2011) において取り上げられる。そこで本稿
では議論を一歩進め、岩下 (2011) ですでに取り上げられた、マーケティング・コンセプト、
マーケティング志向、顧客志向と MO の違いについては大まかに触れるのみとし、志向性全
体の枠組みのなかで、MO と、類似した志向性との境界線について考察していく。
本稿では、一連の組織の志向性を分類するにあたり、「研究・分析の適用範囲」と「志向
性の段階」という 2 軸を設定している。前者に関しては、研究、分析対象が一部門なのか、
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あるいは全社を考察しているものなのかを示す。後者に関しては、志向性を提唱する段階と、
提唱を超えて従業員がその志向性を実行までする段階で分類している。
2-1　マーケティング・コンセプト
まずは、マーケティング・コンセプトについて考察していこう。マーケティング・コンセ
プトとは、全ての機能に調和を求める企業の心の状態 (Felton 1959) 、顧客満足向上のため
に、企業がすべての活動に目を向ける企業理念 (MaCarthy and Perreault 1984) 、あるいは顧
客ニーズを満足させる活動にフォーカスし、長期的な収益を実行するビジネス・フィロソフ
ィー (Deng and Dart 1994) といわれている。
これらの先行研究に基づいて、まず「研究・分析の適用範囲」から考えていこう。Felton 
(1959) や MaCarthy and Perreault (1984) の定義からわかるように、マーケティング・コンセ
プトは部門を超え、全社的に実施されているといえる。また、「志向性の段階」に関しては、
Felton (1959) が企業の心の状態、MaCarthy and Perreault (1984) が企業理念、そして Deng 
and Dart (1994) が事業理念と示していることから、マーケティング・コンセプトは組織で提
唱されるまでにとどまり、実行する段階には至っていない概念といえる。
2-2　マーケティング志向
続いて、マーケティング志向を考察していく。Keith (1960) は下図を用いながらマーケテ
ィング志向について論じている。食品加工業のピルスベリー社を取り上げ、時代の変遷とと
もに、製品志向、販売志向そしてマーケティング志向と、組織の中心的な役割がマーケティ
ングへと移行していることを論じている。
図表 1　マーケティング志向への変遷 
Keith (1960) を元に筆者が作成
また、Kohli and Jaworski (1990) では、マーケティング志向について、MO 概念との比較
を試みながら、今回の 2 軸を考える手がかかりを示唆している。彼らは MO とマーケティン
グ志向に関して「マーケティングを実行する部門」「マーケティング実行の際の権限所在」
「フォーカス」という 3 項目から比較を試みている。このなかの「マーケティングを実行す
る部門」において、MO が会社全体の一部門を対象とする一方で、マーケティング志向はマ
ーケティング部門のみが担うと論じている。
（第一段階）
1969 年 –1930 年
製造志向
（第二段階）
1930 年 –1950 年
販売志向
（第三段階）
1950 年代
マーケティング志向
⇨ ⇨
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あるいは、Gray, Matear, Boshoff, and Matheson (1998) によると、マーケティング志向で
はマーケティング・フィロソフィーやマーケティング・コンセプトに目を向ける一方、MO
ではマーケティング戦略を意思決定し実施しながら、従業員の反応に注力するという。
以上の Kohli and Jaworski (1990) と Gray, Matear, Boshoff, and Matheson (1998) の議論をふ
まえると、マーケティング志向が一部門においてマーケティング的な発想を提唱する志向性
で、MO が一部門でマーケティング的な思想や発想を実行する志向性であることがわかる。
2-3　顧客先導および顧客志向
続いて、顧客志向はどうであろうか。顧客志向に関しては、Narver and Slater (1990) が
MO を開発した際に、競争志向そして職能横断的統合とともに、構成要素の一つに位置付け
ている。ちなみに、Saxe and Weitz (1982) も顧客志向を提唱しているが、セールス・パーソ
ンの顧客志向に特化した概念であるため、本稿の対象からは除かれる。　
MO で扱う顧客志向は、顧客価値を創造するため、顧客を組織の中心に位置付け行動する
ことを意味している (Deshpandè and Webster 1989) 。この顧客志向と MO との境界線を探る
にあたり、両者の違いを直接論じた研究は存在しないが、顧客志向に類似した言葉である顧
客先導 (Customer-Led) と MO との違いを論じた研究 (Slater and Narver 1998) がある。そし
て、恩藏、岩下 (2007) で両者の違いが明確に整理されている。そこで、恩藏、岩下 (2007) 
で整理された表に基づいて、今回の 2 軸を考察していく。分類表のなかで本稿に関係するの
は、「顧客に対する目標」「関係性の特徴」「調査法の特徴」の 3 項目となる。「調査法の特徴」
から、両者ともにマーケティング戦略に携わる一部門が実行していることがわかる。また
「志向性の段階」についても、「行動スタイル」や「調査法の特徴」の項目をみるかぎり、マ
ーケティングの実行をともなっている。
以上から、MO、顧客志向いずれも、全社のなかの一部門のみを対象としているとともに、
マーケティング戦略を実行する段階まで行われる志向性とわかる。
図表 2　Slater and Narver (1998) を基に、恩藏、岩下 (2007) で示された表 
顧客先導 市場志向
顧客ニーズのタイプ 明言されたウオンツ 隠れたニーズ
顧客に対する目標 顧客満足 顧客価値
時間の長さ 短期間 長期間
行動スタイル 反応する 先を見越す
学習スタイル 顧客から学ぶ 自ら学ぶ
関係性の特徴 キーアカウント・
リレーションシップ
リードユーザー・
リレーションシップ
調査法の特徴 フォーカスグループ 継続的な実験法
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2-4　代替的志向性
最後に、代替的志向性はどうであろうか。代替的志向性というのは、売上志向や製品志向
など、MO と同次元に位置する一連の志向性を総じて表す。代替的志向性に関する研究では、
SBU のマネジャーやシニア・マネジャーを対象に調査が行なわれている (eg., Gatignon and 
Xuereb 1997: Voss and Voss 2000)。従って、一部門を研究対象とした志向性といえる。また
志向性の段階に関しては、尺度内容を確認することで明らかにできる。後述しているが、測
定尺度項目では、技術志向 (Chahal and Kohli 2006) や製品志向 (Voss and Voss 2000) など、
すべての尺度で組織が志向性を実行するところまでを表している。
最後に、MO はどのように位置づけられているのだろうか。まず志向性の研究・分析の適
用範囲から考察してみよう。多大な MO の実証研究が行わ れているが、近年みられる
Kumar, Rajkumar, and Leone (2011)（4）を除いて、SBU のマネジャーや商品開発部門のリーダ
ーを対象に調査が行われている。このことから、MO は研究対象が一部門に限定されている
ことがわかる。それでは「志向性の段階」はどうであろうか。MO の定義をもとに考えてみ
る。MO はマーケティング的な思想を表す組織文化 (Narver and Slater 1990, p.21)、組織内で
市場情報を普及し反応すること (Kohli and Jaworski 1990, p.6) 、顧客創造と顧客満足のため
に方向付けを行う内部的なプロセス活動の集合 (Deshpandè, Farley, and Webster 1993, p.14) 、
そして競争志向や顧客志向に基づいた行動をするための知覚の程度 (Harris 2001, p.247) とい
われる。以上に基づくと、MO は、Narver and Slater (1990) を除き、「提唱」を超えて「実
行」までを行なう概念であるといえる。このことから、MO は「提唱」を超えて「実行」ま
でを行う概念であると示される。
以上の考察に基づくと、MO と類似した概念は図表 3 のように整理される。
図表 3　マーケティング研究における志向性の分類 
研究・分析の適用範囲
一部門のみ 全社
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
●マーケティング・コンセプト
●マーケティング志向
?
?
?
?
?
●市場志向
●顧客志向
●代替的志向性
（販売志向、製品志向等）
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3．代替的な志向性の整理と研究段階
前章では、まず、先行研究に基づいて、マーケティング研究における MO をはじめたとし
た志向性について整理を試みた。本稿では続いて、これまで光が当てられてこなかった、代
替的志向性について的を絞って論じていく。本章ではまず、マーケティング研究に欠くこと
のできない代替的志向性について取り上げ、研究段階と課題を把握していく。
3-1　製品志向、販売志向
まずは代表的な志向性として、製品志向が取り上げられる。メーカーにおいて常に自社の
製品開発に気を配ることは最重要課題の 1 つである。アカデミックの世界において、製品志
向はどのように研究がなされてきたのだろうか。製品志向という言葉が登場したのは、
Keith (1960) からである。この研究では 1 つの企業において、時代の変遷とともに、製品志
向を起点としてやがて販売志向になり、最終的にマーケティング志向になると示唆している。
70 年代には、Fayed (1973) がコスト志向やマーケティング志向などと比較しながら、製品志
向を、顧客がいつも自社製品を求めるように、企業が自社製品を売り込む態度としている。
このように MO 概念が初声をあげる 1990 年以前では、製品志向ではおもにコンセプト研究
が行われ、実証研究までには至らなかった。実際に、MO の代替的志向性として製品志向が
実証研究で取り上げられたのは、Voss and Voss (2000) からである。
また、製品志向の理論的背景については、Noble, Sinha, and Kumar (2002) に詳しい。彼ら
は理論的背景として、取引コスト理論 (Coase 1937) を援用している。彼らによると製品志向
の企業は低価格を好む顧客に目を向けてないため利益を一部失うことになるが、自社の製品
を好む根強いファンを獲得できるため、継続的にそのマージンが獲得され供給を増やすこと
で経済レントを得られ、最終的に優れた財務パフォーマンスをもたらすという。ちなみにこ
のような製品志向の企業例として、米国の美容室チェーンである Supercut や経済合理性を
追求した多国籍企業のマクドナルドをあげている。
製品志向と同様、古くからマーケティング志向と対比されてきた志向性として、販売志向
があげられる。販売志向とは、長期的な関係性を無視して、短期的な売上を最大化する志向
性をいう (Lamb, Hair, and McDaniel 2000) 。販売志向という言葉が登場したのも製品志向と
同様、Keith (1960) からである。Keith (1960) によると、組織は、時間の経過とともに、製品
志向、販売志向、そしてマーケティング志向という変遷をたどるという。また Kolter (1977) 
では志向性を取り上げていないものの、マーケティングと販売の違いについて論じている。
彼は農業を例にあげながら、販売というのが作物を収穫する行為である一方で、マーケティ
ングが畑に種を蒔く行為であると述べている。そしてこの販売志向は顧客から必要とされな
い商品すなわち保険や葬儀といった産業で求められ、パフォーマンスにプラスに影響するこ
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とが確認されている (Noble, Sinha, and Kumar 2002) 。だがリレーションシップ・マーケティ
ングの観点からすると、短期的な売上を目標とする販売志向は、顧客ロイヤルティにはつな
がらず、リピートにつながりにくいともいわれる (Lamb, Hair, and McDaniel 2000)。この事
からも、販売志向に関しては、業種や市場環境によってはプラスに働くとは言い難い。
3-2　技術志向
マーケティングを志向するにあたり、技術開発にどの程度目を向けていくかということも
必然である。場合によって技術は、マーケティング以上にラディカル・イノベーションを生
み出せるからである (Zhou, Yim, and Tse 2005) 。組織がどの程度技術に目を向けているかを
表す志向性、すなわち技術志向 (Technological-Orientation) に関する研究も、近年になって
進められている。
まず、Chahal and Kohli (2006) では、マネジャーの IT に対する志向性を技術志向として、
成果要因に対してどのような影響があるか考察している。インド北部のチャンディガールの
中小企業 19 社のマネジャーを対象に調査を行なった結果、製品品質、受取人の満足 
(Recipient Satisfaction) にはプラスに、財務パフォーマンスにはマイナスに影響することを確
認している。だが、因子分析を施しているのみで、妥当性および信頼性の確認をおこなって
いないところに研究の限界がみられる。
同年 Hunter and Perreault (2006) も、技術志向に着目した研究を行なっている。彼らは、
社会的交換理論 (Thibaut and Kelly 1959) を援用しながら、セールス・パーソンを対象に技術
志向を開発している。同理論にしたがえば、セールス・パーソンの技術志向というのは販売
の際、技術という文化水準を向上させながら浸透するという。米国 Fortune 500 の製造業者
と流通業者 79 社を対象に調査し構造方程式モデルで分析した結果、IT に対する組織内部の
支援と、顧客からの期待を表す顧客承認が技術志向にプラスに働く一方、販売経験がネガテ
ィブに影響することを認めている。このことから、販売経験豊富なセールス・パーソンにと
っては経験がものをいうため、IT 技術が必要ないことが伺える。さらに技術志向は、社内と
顧客への評価にプラスに働き、特に顧客への評価には、顧客から獲得される情報と、セール
ス・パーソンの計画性を媒介するとしている。
生涯電子カルテ (Electronic Health Record system) 等、技術の高度化が急速に進む医療現
場で、先行要因として技術志向を扱った研究もある (Lee and Meuter 2010)。この際、技術志
向とは、方針、実践、手順を開発し、技術志向の機会を感じそれに反応するため、組織全体
が技術志向に関与することをいう (Lee and Meuter 2010, p.357)。Lee and Meuter (2010) は 2
年の歳月をかけて米国オハイオ州の 128 の病院を対象に、オブザベーション、インタビュー、
フォーカスグループ調査といったフィールド調査を実施している（5）。結果として技術志向の
周辺メカニズムを提示している。まず先行要因については外部勢力と内部勢力に分類したう
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えで、前者には競合他社の力と制度の力を、後者には戦略目標と法令遵守の必要性をあげて
いる。続いて、成果要因としては、患者中心、コスト効果、効率性、品質管理、安全性の 5
つをあげている。また技術志向と成果要因の媒介要因として、適応と実用性をあげている。
組織がいくら技術の重要性に気づいても、その技術に適用し意味を見いだせなければ成果に
つながらないのである。
近年では、技術志向が新たなメディア利用にどのように影響するかに着目した研究もある。
Chiagouris and Lala (2009) では、テレビやラジオなど伝統的メディアで浪費していると思う
知覚が技術志向からの影響をうけ、インターネット等の新たなインタラクティブ・メディア
使用にどのように影響するかみている。米国の中間管理職あるいは管理職の肩書をもつマー
ケティング・マネジャー 247 名を対象に調査し回帰分析を施したところ技術志向型マネジャ
ーのみが、伝統的メディアに浪費を感じているとインタラクティブ・メディアへの使用には
影響をおよぼさないが、インタラクティブ・メディアへの支出を増加させるとしている。こ
のことから、技術志向が高いほど、使用するかどうかはさておいて、インタラクティブ・メ
ディアへの支出に抵抗がなくなることがうかがえる。
先行研究を見渡してみると共通して、IT 化によって組織にもたらされた技術志向がどのよ
うな影響を与えるかに関心があることをみてとれる。
4．他領域の概念から誕生した代替的志向性
前節では、マーケティング研究に欠かせない志向性を扱ってきた。製品志向にしても技術
志向にしても身近な言葉で想像しやすい。だがマーケティング以外の学問から誕生し、のち
に MO とのメカニズムが考察された代替的志向性もある。そこで本稿では、他領域の概念か
ら誕生した志向性として、アントレプレナー志向と学習志向を取り上げていく。
4-4　市場志向から誕生しない志向性としてのアントレプレナー志向
4-1-1　アントレプレナー志向の原点
アントレプレナー精神を組織が志す、アントレプレナー志向に関して一定の研究が行われ
ている。アントレプレナーシップとアントレプレナー志向は類似しているため相違点を確か
める必要がある。その違いは Lumpkin and Dess (1996) で示されている。アントレプレナー
シップは「どんなビジネスをするのか」「どうすれば新たなビジネスで成功するのか」とい
う新たな事業参入を思考する事。一方アントレプレナー志向は市場機会に直面したとき自主
裁量でリスクをとって行動する性質を表す（Lumpkin and Dess 1996, p.136）。
この志向性が他の代替的志向性と大きく異なる点は次節で詳しく記すが、尺度開発の時点
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では MO が取り上げられておらず、アントレプレナー志向に関する研究が単独で進められ、
ある時点でアントレプレナー志向と MO を扱った研究が始められている点にある。
それでは、アントレプレナー志向の概念はどのように開発されたのだろうか。Lumpkin and 
Dess (1996) が起点となっている。彼らはアントレプレナー効果の統計的な研究が不足してい
るという問題意識から、Academy of Management Review 誌で、アントレプレナー志向の概念
規定を行っている。アントレプレナー志向の構成概念として、以下の 5 つを取り上げている。
1 つ目は、アイデアやビジョンをもって個人あるいはチームが独立した行動を示す自主性。2
つ目は、新しいアイデアがでるよう働きかけ、創造的プロセスをおこなう革新性。3 つ目は、
未知への危険に立ち向かう、リスク・テーキング。4 つ目は、新たな機会予測や追求を行っ
ていく、先見性。5 つ目は、市場参入に際して競合他社に挑戦していく、競争攻撃性である。
4-1-2　アントレプレナー志向を扱った研究の流れ
本節では、MO とアントレプレナー志向のメカニズム解明に当り、アントレプレナー志向
を扱った研究について触れておく。主に経営学や組織論の領域で研究が進められている。ま
ず Wiklund and Shepherd (2003) では、知識資源がアントレプレナー志向、そして企業業績
にどのような影響があるか考察している。彼らは知識資源を備えた企業ではアントレプレナ
ー志向をもつ事で、その資源を使用する手法や実践をより実行できるかどうか確認している。
スウェーデンの中小企業の CEO 384 名を対象に調査し階層回帰分析を施した結果、アント
レプレナー志向は企業のパフォーマンスにプラスの影響があると共にアントレプレナー志向
が知識資源と企業業績間のモデレーター要因になることを認めている。
初期段階では他にも、アントレプレナー志向をモデレーター要因として扱った研究がみら
れる。Richard, Dwyer, and Chadwick (2004) では、人種や性別を表す文化の多様性を先行要
因、財務パフォーマンスを成果要因、両者のモデレーター要因としてアントレプレナー志向
を取り入れた研究を行なっている。米国の銀行 153 行を対象に調査を行ない、回帰分析を施
すと共に交互作用効果をみたところ、興味深い結果をえている。アントレプレナー志向の高
い場合には人種の多様性と財務パフォーマンスは逆 U 字に、性別の多様性と財務パフォーマ
ンスは U 字になるという。この事から、人種の多様化を程よく図り、性別を統一させる事
で、アントレプレナー志向を志す組織を実現できることが分かる。
近年では、Li, Liu, and Liu (2011) が、製造業者が知識を獲得するに当り、パートナーから
の協力やコンフリクトが、流通業者のもつアントレプレナー志向からどのような影響を受け
るか考察している。この際にはコンフリクトを更に、好意的な関係を強める建設的なコンタ
クトと、疑いが生じ時には関係を壊す破壊的なコンフリクトに分類している。中国の
Household Appliance Industry に所属する 225 の企業を対象に調査し回帰分析を施した結果、
パートナー流通業者がアントレプレナーシップに長けている組織である方がより知識を獲得
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出来る事を示している。
図表 4　Li, Liu, and Liu (2011), P.133 を元に一部修正のうえ作成
流通業者の
アントレプレナー志向
協同
建設的な
コンフリクト
破壊的な
コンフリクト
製造業者の
知識獲得
続いてみられる傾向は、アントレプレナー志向と企業成果を成果要因とする二者間を考察
するうえで、組織外部に目を向けた研究である。Zannie, Voss, and Moorman (2005) では、組
織外部のステークホルダーに目を向けている。劇場を取り上げ、ステークホルダーから得ら
れる収入として、ファンクラブからのロイヤルティ収入、寄付から得られる寄付収入、通常
のチケット収入の 3 つをあげている。米国の Theatre Communications Group のマネージン
グ・ディレクター 136 名を対象に調査を行ない二段階の回帰分析を施している。興味深い結
果の１つ目として、ロイヤルティ収入と寄付収入がアントレプレナー志向の要素である革新
性にプラス、チケット収入がアントレプレナー志向の要素であるリスク・テーキングにマイ
ナスであった事である。即ちひいき客がいるとその劇団はアントレプレナー志向を高めるが、
単なるチケット購入ではアントレプレナー志向を弱めてしまうのである。2 つ目としてアン
トレプレナー志向の要素のうち市場の先見性が寄付収入とチケット収入には関係ないが、ロ
イヤルティ収入にはマイナスに働き、アントレプレナー志向の要素である従業員の自主性に
至っては全ての収入にマイナスに働いていた事である。
ほかに組織外部に目を向けた研究としては、Stam and Elfring (2008) も見逃せない。彼ら
はインターネットベンチャーにおけるアントレプレナー志向とパフォーマンス間のモデレー
ター要因として、他の企業との繋がりの深さを表す、ネットワークの中心性と、業界外の企
業との接触数を示す、外部業界との繋がりをあげている。オランダの Verenging Open 
Source Netherland、政府の統括するウェブサイトである Open Standars and Open Source 
Software をベースとして「Open Source Solution」「Linux」で検索し 125 の企業を抽出して
いる。そののち階層モデレーター回帰分析を施した結果、アントレプレナー志向とパフォー
マンスの関係性は低いネットワーク中心性より高いとき、また外部業界との接触数が少ない
時より多い時、より強くなる事を確認している。さらにこの外部業界との繋がりが高い時に
は、アントレプレナー志向とパフォーマンスの関係は低いネットワーク中心性でより強くな
るが、外部業界との繋がりが低い時には低いネットワーク中心性の企業でより弱くなってい
商研06_岩下仁.indd   150 12/11/09   18:14
市場志向の代替的志向性の整理と解明 
— 151 —
た。この事からアントレプレナー志向を企業成果に結び付けるためには外部企業との接触数
に応じて、企業との親密性にも注意せねばならない事がわかる。
組織外部に目を向けた研究は他にも、モデレーター要因として、構造的な力、地位の力、
専門性の力という 3 つの力を取り入れ米国の MBA 学生を対象に調査をした Davis, Bell, 
Payne, and Kreiser (2010) や、社会資本を取り入れ台湾の企業を対象にした Les and Sukoco 
(2007) 、ダイナミズムや敵対心を取り入れスペインの企業を対象にした Bojica, Fuentes, 
Gòmez-Gras (2011) がある。
研究対象は大企業だけとは限らない。中小企業 (Small and Medium Enterprise) のアントレ
プレナー志向と製品イノベーションの繋がりに焦点を当てた Avlonitis and Salavou (2007) も
興味深い。彼らはギリシア企業のマネージング・ディレクターやセールス・マネジャー等、
149 名を対象に調査を行なっている。これらにクラスター分析を行ない、積極的なアントレ
プレナー 71 社と、消極的なアントレプレナー 78 社に分類した上で、プロファイル分析を行
なった結果、製品のユニークネスでは前者のほうがより強く影響を及ぼすことを確認してい
る。更にアントレプレナー志向の要素である先見性とリスク・テーキングを追加しないモデ
ルと、追加したモデルで事業成果に及ぼす影響を、重回帰分析を施して比較した所、後者で
は先見性が特に強い影響を及ぼす事を認めている。この事から中小企業ではアントレプレナ
ー志向の中でも先見性といった特性を重視すべき事が分かる。
近年では、アントレプレナー志向と成果及びそのモデレーター要因を個別にみるだけでは
なくアントレプレナー志向の先行要因と成果要因を同時に扱ったより複雑なモデルが登場し
ている。Li, Guo, Liu, and Li (2008) では、経済発展期にある中国に目を向けアントレプレナ
ー志向の先行要因と成果要因の解明を同時に扱った研究を行なっている。アントレプレナー
志向の先行要因として、エージェンシー理論 (Jensen and Meckling 1976) とスチュワードシ
ップ理論（Davis, Schoorman, and Donaldson 1997）を援用しながら、CEO のオーナーシッ
プと離職の程度をあげている。中国企業 607 社の CEO に対し回帰分析を施している。結果
で留意すべき点は CEO のオーナーシップとアントレプレナー志向にはプラスの関係があっ
たが、CEO の離職程度とアントレプレナー志向は逆 U 字となっていた事である。即ち CEO
の程よい配置転換は組織の不活発性 (Inertia) を減少させ経営陣に新たなスキルや情報を提供
しアントレプレナー志向を高める。だが転換が多すぎると彼らのリスク回避行動が高まり、
組織を不安定にし、アントレプレナー志向を低下させるのである。中国といった技術混乱度
の高い国ではアントレプレナー志向がパフォーマンスを高めやすい事から、管理職の流動性
を程よい程度にする組織がビジネス成功の鍵となる。
近年にみられる傾向には人といったミクロレベルの要因とアントレプレナー志向の関係に
も目が向けられている点である。Simsek, Heavey, and Veiga (2010) では、CEO の自己評価と
アントレプレナー志向の関係に着目している。自己評価の低い CEO は不確実性に対する自
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信がない為リスクを避ける結果、アントレプレナー志向が低くなる。また動態的環境では情
報が不安定になる為、自己評価の高い CEO は自らに頼リ動態的環境が自己評価とアントレ
プレナー志向のモデレーター要因になる、という 2 つの仮説を設けている。アイルランド共
和国の企業 158 社を対象に調査し階層回帰分析を施した結果、これらの仮説は支持されてい
る。似た研究には中国企業を対象とした Chow (2006) もあげられる。
4-1-3　アントレプレナー志向と市場志向の関係
アントレプレナー志向と MO を扱った研究は、直近の 2 ～ 3 年で行われはじめており、ほ
ぼ未開拓の状態にある。1 つ目としては、Merlo and Auh (2009) があげられる。彼らは、MO
とビジネス・パフォーマンスのモデレーター要因であるマーケティング部門の影響力（6）がア
ントレプレナー志向から影響されるというモデルを提示している。オーストラリアの 50 名
以上の企業 112 社を対象に調査し回帰分析を施した結果、マーケティング部門が MO とパフ
ォーマンスに与える影響力はアントレプレナー志向の水準が高いときにより弱くなることを
確認している。この結果は、アントレプレナー志向が強すぎると、従業員たちが自律的に行
動しすぎるために、顧客に目を向けなくなることを裏付けている。
MO とアントレプレナー志向がもたらすパフォーマンスの違いに着目した研究も行われて
いる。Maatoofi and Tajeddini (2011) では、パフォーマンス尺度に製品の品質、マーケティン
グ・シナジー、新製品をつくるための技術、イノベーションに対する経営層の支援の 5 つあ
げている。イランのテヘラン 71 社の自動車部品企業を対象に、ノンパラメトリックのマン・
ホイットニイ検定を行ない、すべてにおいて MO よりアントレプレナー志向の方が高くなる
と報告している。この結果は、イランという経済発展途上国かつ自動車部品という生産財で
は、マーケティングがあまり馴染まれていないことを反映している。
以上から、MO とアントレプレナー志向の関係は、Maatoofi and Tajeddini (2011) で示され
るように、代替的関係にあるといえる。だが、両者を扱った研究がほとんど行われていない
ことから、今後いっそうの解明が求められる。
4-2　市場志向と補完関係にある学習志向
4-2-1　組織学習から生まれた学習志向
学習志向という志向性もある。この概念は組織論の重要概念である組織学習をベースとし
ている。組織学習に関しては、組織論の研究分野で莫大な研究蓄積があるため割愛する。し
かしながら広範囲な組織学習の概念の中で、学習志向がどのような位置付けにあるかは確認
すべきである。そこで、大月、中條、大庭、玉井 (1999) の組織学習の分類に従い考察して
みる。彼らは組織学習を、組織ルーティンを基軸としたもの、学習プロセスを中心としたも
の、解決システムに関連させたものに分類している。後に詳細を述べるが、Slater and 
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Narver (1995) に基づくと本潮流の研究は、MO と学習志向、双方の概念を扱うことで学習
志向を解明するプロセスが議論の中心となる。よって 2 つ目の学習プロセスにフォーカスし
たコンセプトと考えられる。また学習志向の概念自体は Sinkula, Baker, and Noorewier 
(1997) で開発されている。彼らによると学習志向とは、知識を創造しそれを利用する企業の
性質に影響を与える一連の組織の価値を表す (Sinkula, Baker, and Noorewier 1997, p.309) 。
そして彼らはこの学習志向を、学習におけるコミットメント、共有されたビジョン、開放的
マインド」という 3 つの下位要素から構成されるとしている。
4-2-2　組織学習から学習志向への発展過程
組織学習は、どのように学習志向へと発展していったのだろうか。組織学習の概念がマー
ケティング研究で取り入れられたのは、Daryl (1992) からである。Daryl (1992) では組織学
習が製品イノベーションに影響することを示すため、製品イノベーションと組織学習の関連
性について考察している。そして製品イノベーションを生むためには、学習レベルに応じた
組織学習を重視する必要があると結論付けている。
続いて Day (1994) では、市場先導企業 (Market-Driven-Company) にとって、学習が重要で
あると指摘している。変化する顧客ニーズを捉え継続的に市場トレンドを把握するため、学
習プロセスが不可欠としている。下図の枠組みに従い組織は学習プロセスを理解し、学習能
力を評価し、学習障害を選択することで市場についてより学習できるという (Day 1994, 
p.14)。開かれた心の探求とは、市場の機会を発見する為に必要な開かれた心を、拡張した情
報の伝達とは情報を素早く浸透させる為に情報を伝達し受け取るネットワーク機能を、相互
に情報化された精神モデルとは、組織が受け取った情報を使用する前段階として組織内で行
われる一般化と単純化を示す。さらに情報の活用とは情報の使用状況を、成果に対する体系
的な評価とは成果を表している。また記憶は以上のプロセスの際、市場情報を留めるために
不可欠な要素と述べている。Day (1994) ではこのように、市場先導企業では組織学習が不可
欠であり具体的にどのような要素が必要かを明らかにしている。この関係性は MO と学習志
向のメカニズムを探索する上で起点となっている。
図表 5　Day (1994) のフレームワーク
データ選択 データ伝達 解釈 行動 反応
開かれた心の
探求
(Open Minded Inquiry)
拡張した情報の
伝達
(Widespread Information 
Distribution)
相互に情報化された
精神モデル
(Mutually Informed 
Mental Models)
情報の活用
(Information Utilization)
成果に対する
体系的な評価
(Systematic Evaluation 
of Outcomes)
記憶の増大入手可能な記憶
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4-2-3　市場志向と学習志向のメカニズム
それでは MO と学習志向に関しての研究は、どのように展開されていったのだろうか。両
者の接点を扱った研究は、Sinkula (1994) である。この研究では、学習志向の理論的基盤で
ある組織学習と、MO の一要素である市場情報の関係に着目している。同研究は MO 概念自
体を扱っていないものの、関連のある概念を 2 つ同時に取り上げた最初の研究である。
MO と学習志向のメカニズムについて考察した研究は、Slater and Narver (1995) から始め
られている。Slater and Narver (1995) は組織学習の先行要因として、組織構造やリーダーシ
ップから構成される風土と、アントレプレナーシップと MO から成る文化を挙げている。先
に述べた Sinkula (1994) のように MO の一部要素を取り込むだけでなく学習志向に直接影響
を及ぼす要素として MO を取り組んでいる点に研究の一歩進展が伺える。
続く、Sinkura, Baker, and Noordewier (1997) では、学習志向と、市場情報プロセスとして、
MO の構成要素である市場情報の発生と普及を用いた研究を行っている。成果尺度にはマー
ケティング・プログラム・ダイナミズムを用いている。American Marketing Association メ
ンバー 125 社を対象に確認的因子分析を施した結果、学習志向が市場情報の発生と普及にポ
ジティブな関係があり、さらにマーケティング・プログラム・ダイナミズムにまで影響が及
ぶと報告している。
さらに Baker and Sinkula (1999 a) では 521 億ドル以上の売上の企業 411 社のマーケター等
を対象に調査を行ない MO とパフォーマンス効果、学習志向とパフォーマンス効果、MO と
学習志向のシナジー効果を確認している。同研究からは、MO のみならず学習志向、双方を
持つ企業が市場環境にうまく対応することがわかる。相互作用を扱った研究には Farrell and 
Oczkowski (2002) もあげられる。Dunn and Bradstreet database より 486 社の製造業を抽出し
調査を行ない、二段階最小二乗法を施した結果、顧客維持、投資収益率、ビジネス・パフォ
ーマンスを従属変数とする時のみ MO が学習志向を内包するという。
この研究潮流はさらに、MO と学習志向の関係を探索する研究から、MO および学習志向
との媒介要因にどのようなものがあるかというブラックボックス解明へと進展している。
Baker と Sinkula (1999 b) では、MO、学習志向と、組織的なパフォーマンスの媒介要素と
して、製品イノベーションを加えた研究を行っている。Dunn and Bradstreet database 登録
企業 411 社を対象として、構造方程式モデルで分析している。注目すべきインプリケーショ
ンとして、MO と学習志向、双方が製品イノベーションを媒介要因として組織パフォーマン
スに影響を与えていた点である。その際の効果は、学習志向の方が MO よりも強くなった。
すなわち、企業が差別的な製品イノベーションを創造する場合には、学習を促進するような
組織づくりが不可欠であるわけである。
Baker and Sinkula (2002) はブラックボックス解明の切り口として、組織学習の 5 つの段階
で企業を 3 段階に分類している。第 1 段階は、モデリングや条件付けが起こる学習段階でマ
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ネジャーからの強化学習 (Bandura 1977)  が引き起こされるため、MO と学習志向が弱いマ
ーケティング組織になる。第 2 段階は、適応性の学習段階で、組織は外部環境に対して適切
に調整していくため、市場駆動の増幅的なイノベーションが起こるという。この状況では市
場に適応するように学習が展開されるため、MO のみが強い組織になる。第 3 段階は、発生
的な学習とメタ学習の学習段階で、組織は外部環境を修正するために先を見越した行動を起
こすという。よって MO と学習志向、双方が強い組織になるという。
以上のように、Baker and Sinkula の一連の研究では、MO と学習志向のメカニズム解明に
力が注がれていることがわかる。近年ではさらに他の概念を加えた形で、より複雑な事象を
解明しようとした動きがみられる。McGuinness and Morgan (2005) では、MO と学習志向の
他に、改善や模倣といった 3 つの組織変化ケイパビリティを取り上げた研究を行なっている。
命題導出までに留まっているが、この組織変化のケイパビリティは、改善や模倣の他にもイ
ノベーションや組織強化にもプラスの効果があると論じている。
成果変数にバリエーションをもたせた研究もある。Mavondo, Chinhanzi, and Stewart 
(2005) では、MO と学習志向の成果変数として、人的資源管理、プロセス管理および製品管
理という 3 つの要素を取り上げ、さらにこれらが影響を及ぼす変数として、マーケティング
効果やオペレーション効率性などを取り上げた研究を行なっている。オーストラリアのサー
ビス業と医療産業の CEO 227 名を対象に調査を行ない最小二乗法を施した結果、MO が学
習志向と人的資源管理間の媒介要因になるだけでなく、学習志向と 3 つのイノベーションに
対しても媒介要因となることを確認している。
あるいは、Baker and Sinkura (2007) では、先行要因として MO を、その媒介要因として
インクレメンタル・イノベーションを誘発する適応型学習と、ラディカル・イノベーション
を誘発する生成型学習、そして単なる収集 (Gleaning) を、さらにそれぞれに対応する成果要
因として、インクレメンタル、ラディカル・イノベーションと模倣をとりあげたモデルを検
証している。米国のマーケティング・エグゼクティブ 243 名を対象とし構造方程式モデルを
施した結果、MO は生成型学習を媒介しラディカル・イノベーションにプラスに働く一方、
適応型学習を媒介するときにはインクレメンタル・イノベーションには影響を与えていなか
った。さらに MO は収集を媒介するときには模倣がマイナスに働いていた。Baker and 
Sinkura (2007) からは、MO がある学習にはプラスに働く一方で、他者を模倣するだけの学
習ではマイナスの効果があることを確認できる。
レビューを振り返ると、MO と学習志向を扱った研究に関しては、前節で取り上げた MO と
アントレプレナー志向とは異なり、どちらの志向性がより成果変数に影響を与えているかをみ
ているだけではなく、第一段階で MO と学習志向が補完関係であることを把握した上で、第二
段階で MO と学習志向、双方がどのように成果変数に影響しているかをみている。このことか
ら MO と学習志向との関係は、成果要因に相乗効果をもたらす補完関係にあるといえる。
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5．おわりに 
本稿では、これまで漠然とイメージできはしたが、その実態をアカデミックな視点から明
らかにできなかった、一連の代替的志向性について扱ってきた。レビューの結果から、まず、
製品志向と販売志向は、マーケティング志向へと至る過程の一段階であることから、マーケ
ティング志向と代替的な関係にある志向性であることが明らかにされた。だがいずれの先行
研究においても、MO との関係については議論が進んでいないことから、今後は MO と、製
品志向そして販売志向のメカニズム解明が求められるだろう。続いて、アントレプレナー志
向は、Maatoofi and Tajeddini (2011) の研究結果から、MO と代替的関係にあることが示され
た。最後に、学習志向は、他の志向性とは異なり、MO と補完的な関係にある志向性である
ことが明らかにされた。今後は、本稿で示された研究段階を踏まえて、MO と代替的志向性
のメカニズムを解明する仮説モデルの提示が求められる。
そして今回のレビューから、市場環境や競争環境によって、それぞれの志向性の影響が変
化することも明らかにされた。MO とどの志向性を組み合わせたときに、よりビジネス・パ
フォーマンスを向上させることができるのか。どのような環境要因のときには、どのような
志向性を掲げるべきか。そしてどのような志向性を組み合わせることがパフォーマンスを最
大化するのか。これらの疑問は、単にアカデミックな世界だけではなく、ビジネスの世界に
とっても避けて通ることができない問題となっている。このことから、MO とその代替的志
向性のメカニズム解明は、今後のマーケティング研究における重要課題の１つといえよう。
ビジネスではマーケティング志向のみに目を向けているわけにはいかず、その環境や競合他
社との兼ね合いを考慮し、他の志向性にも目を向けていかなければならない現実を見据える
と、代替的志向性の研究がいかに重要かみてとれるだろう。　　
世界中でメガヒットを生み続けている米国アップル社に根付いた志向性を思い浮かべてみ
ると、i-pod や i-Phone からイメージできるように顧客志向のみならず、斬新なデザインを取
り入れている志向性や高度なタッチパネルを施した技術志向など、様々な志向性が混在し合
い商品開発が行われている事がわかる。今日の市場では単にマーケティングのみを志向して
いたのでは成功は見込めないのである。
また、本稿の限界としては、イノベーション志向 (eg., Siguaw, Simpson and Enz 2006) やブ
ランド志向 (eg., Reid, Sandra, and Mavondo 2005) など、一部の代替的志向性を紙幅の都合上
取り上げられなかった点があげられる。
以上の課題はあるものの、今回行なった代替的志向性に関するレビューは今後、MO と代
替的志向性のメカニズム解明が進められる際、一定の手掛かりを与えると思われる。
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【 注 】
（4） Kumar, Rajkumar, and Leone (2011) では他の MO 研究とは異なり、経営者といったトップマネジャーを
対象にした調査を行なっている。
（5） トップマネジメント 2 名、ミドル・マネジャー 26 名、クリニカル・ケア・プロバイダー 43 名、患者ケ
アプロバイダー 47 名を対象にしている。
（6） マーケティング部門の影響力を扱った研究は、マーケティングの役割（Role of Marketing）に詳細が記
述されており米国 Marketing Science Institute (MSI) が、リレーションシップ・マーケティング等と同
様に主要研究テーマの１つに定めている。HP アドレス：http://www.msi.org/publications/index.
cfm?id=95　
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